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研究プロジェクト名 
歩ビゲーターによる高齢者介護予防トレーニングへの影響の検討 
 
要旨 
 本研究では，Randomized Controlled Trial (以下，RCT)の手法を用いて，介
護予防教室に参加した高齢者を対象に，歩ビゲーターの使用が，運動機能およ
び健康関連 QOLの維持・向上に与える影響について検討した．その結果，非使
用群，定期使用群，歩行速度教授群の運動機能は，12週間の介護予防教室への
参加によって維持されており，全データ教授群では，開眼片脚立ち時間，歩行
速度(通常・全力)の有意な改善を認めた．また，非使用群，定期使用群，歩行
速度教授群の健康関連 QOLは，12週間の介護予防教室への参加によって維持さ
れており，定期使用群では，心の健康項目において有意な改善を示した．以上
の結果から，介護予防教室等の健康維持・増進を目的とした取り組みに対して，
歩ビゲーターというディバイスを介入させることで，運動機能および健康関連
QOLの維持・向上が得られる可能性が推察された． 
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【はじめに】 
高齢者において，歩行能力の低下は心肺持久力の低下や移動能力の低下などを引き起こ
し，生活範囲の狭小化を招き，「寝たきり」といった要介護へ至るリスクを高める．普段か
ら定期的に適切な運動を行うことは，歩行能力の維持・向上に大きな効果があり，要介護
へ至るリスクを低減させる． 
 しかし，適切な運動を行うには，自分自身の歩行能力の把握とその能力に合った運動方
法の知識が不可欠であるが，専用設備や専門的知識・技術が必要であったり，手間がかか
ったりと誰もが簡単に行えることではない．そこで，歩行計測から歩行能力（歩行速度，
歩幅，歩調，膝伸展筋力）を推定し，その結果を分析し，アドバイスと運動メニューを選
定・提示するという，一連の流れを簡便に行うことができる歩行解析・アドバイスシステ
ム「歩ビゲーター」を開発した． 
 本研究では，この「歩ビゲーター」が介護予防ツールとして有用であるかどうかを検証
することを目的に，高齢者介護予防トレーニングへの影響を調査した． 
 
【方法】 
本研究の対象者は，介護予防教室を利用している高齢者で，10m 以上の独歩が可能で，
介護度１から３の認定を受けている者を対象とした．なお，歩容に異常を来すような著明
な麻痺症状（ブルンストロームステージでⅣ以下）を呈している者や認知症や高次能機能
障害を含む，理解力やコミュニケーション能力に問題がある者は対象者から除外した． 
 前述の条件を満たす対象者に対し，書面にてインフォームドコンセントを行い，研究協
力を得た後に，介護予防教室実施期間中に歩ビゲーターを使用する使用群と使用しない非
使用群に無作為に振り分けた．使用群は，さらに定期評価時のみ歩ビゲーターを使用し「歩
行速度」「歩幅」「歩調」「膝伸展筋力」「歩行能力評価」の結果を教授する定期使用群と，
毎トレーニング前後に歩ビゲーターを使用し結果を教授する毎回使用群に無作為に振り分
けられた．また毎回使用群は，歩ビゲーターによって得られた「歩行速度」のみを教授さ
れる歩行速度教授群と，歩ビゲーターによって得られた全ての結果を教授される全データ
教授群に無作為に振り分けた． 
実験介入期間は 12週間の介護予防教室実施期間中とし，介護予防教室開始前と 12週間
後の介護予防教室終了時に，運動機能評価として歩行能力と関連する開眼片脚立ち時間，
通常歩行速度，最大歩行速度を評価し，健康関連 QOLの評価として SF-36を実施した．な
お，評価者は自分が評価している対象者が，どの群に所属しているのかを知らない状態で
各評価を実施した．実験介入時のみ，対象者の特性を収集する目的で対象者情報の聴取を
行った．また，統計学的手法として，対象者情報については，χ2検定および一元配置分散
分析によって判定し，有意差を認めた場合は多重比較検定に Scheffe 法を適用し，各群間
の有意差を判定した． また運動機能評価および SF-36については，介護予防教室開始前と
教室開始から 12週間後の各結果について対応のある t検定を，各群間の比較について一元
配置分散分析によって判定し，有意差を認めた場合は多重比較検定に Scheffe法を適用し
て有意差を判定した． 
なお，本実験は星城大学研究倫理委員会に実験計画書を提出し，承認を受けた後（承認
番号：2005L0004）に星城大学が定める人を対象とした実験指針に準じて実施した． 
 【結果】 
対象者は，高の原リハビリテーションセンター及び，デイサービスセンター田原本の利
用者の中から，本研究の対象者包括基準を満たし，研究協力が得られた 51名とし，無作為
に 4群に振り分けられた．なお、12 週間の介護予防教室を完了し，全ての最終評価項目を
実施出来た対象者は 36名（非使用群：８名、定期使用群：10名、歩行速度教授群：９名、
全データ教授群：９名）であった．12週間の介護予防教室を完了または，全ての最終評価
項目を実施出来なかった 15名の内訳は，期間中に病気を発症し入院したもの 11名（脳卒
中３名，肺炎・全身状態の悪化５名，腰痛症１名，手術２名），家庭の事情で中止したもの
４名であった． 
 全ての最終評価項目を実施出来た４群の対象者について，ほぼ全ての対象者特性で群間
に差はなく，同等の特性を持った群であることが確認できた．ただ，身長において，全デ
ータ教授群に比べて定期使用群が有意に低く（p<0.05），生活活動能力の社会的役割におい
て，全データ教授群に比べて非使用群が有意に低い値（p<0.05）を示した（表１）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．運動機能評価の結果について （表２） 
 各群における教室開始前後の比較において，非使用群，定期使用群，歩行速度教授群で
は，全ての運動機能評価項目において有意な変化を認めず，12週間の実験期間中は，これ
らの運動機能は維持されていた．一方，全データ教授群では，教室開始前に比べ 12週間後
の開眼片脚立ち時間の有意な延長と最大歩行速度の有意な速度増加を示した（p<0.05）．ま
た，各群間での比較では，教室開始前，12週間後ともに、全ての運動機能評価項目におい
て有意な差を認めなかった． 
 
２．健康関連 QOLの評価結果について（表３） 
 SF-36 v2の国民標準値を用いて，健康関連 QOLについて検討した．この数値は，日本国
民の標準値を 50％とし，その相対値を示している．身体機能，日常役割機能（身体），身
体の痛み，社会生活機能，全体的健康感，活力，日常役割機能（精神）については，全て
の群において，教室開始前，12 週間後ともに全国標準値を下回る低い値であった．また，
運動教室開始と 12週間後を比較しても有意差を認めなかった．一方，心の健康（MH）項目
では，定期使用群で開始時と比べ 12週間後で有意な増加を示した（p<0.05）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
【考察】 
本研究では研究デザインに RCTを採用した．そのため，無作為に振り分けられ，12週間
の介護予防教室を完了した 4群の対象者特性について，本実験結果に影響を与えるような
違いが無いかを統計学的に検討する必要があった．結果は，全データ教授群に比べて定期
使用群で身長が低く，生活活動能力の社会的役割において，全データ教授群に比べて非使
用群が有意に低い値を示した． 
 全データ教授群と定期使用群の間に認められた身長差について，本研究では身長差によ
って影響をうける評価項目である通常・最大歩行速度について，各対象者の身長で補正し
た値を用いて比較検討を行い，身長差による影響を排除した． 
 また，全データ教授群と非使用群の間には，社会的役割能力において差があり，全デー
タ教授群に属する対象者は，非使用群に属する対象者に比べ，社会的役割能力が低下して
いた．しかし，生活活動能力全体では，差を認めなかったことから，社会的役割能力の低
下が本研究結果に与える影響は大きくないと考えられる． 
  
１．歩ビゲーター導入が運動機能に与える影響について 
 本研究では，12週間の介護予防教室に歩ビゲーターを導入し，歩行能力に関連する評価
指標を簡便に教室参加者へフィードバックすることが，教室参加者の積極的な運動参加を
促し，身体的な運動機能を維持・向上することに有用であったのかを検討した． 
 その結果，非使用群，定期使用群，歩行速度教授群では，12週間の実験期間中に全ての
運動機能は維持されていた．また，全データ教授群では，教室開始前に比べ 12週間後の開
眼片脚立ち時間の有意な延長と最大歩行速度の有意な速度増加を示し，その他の運動機能
評価項目においても維持されていた． 
 これは，毎回のトレーニング前後に歩ビゲーターを使用し，歩行に関する全データ（歩
行速度，膝伸展筋力，歩幅，歩行能力評価）を教授したことによって，自分の歩行能力へ
の関心が高まり，モチベーションを高く維持した状態で，12週間の介護予防教室へ参加し，
運動を行えた事によるものと考えられる． 
 各群間の比較では，非使用群，定期使用群，歩行速度教授群，全データ教授群の 4群間
に有意差は認めず，運動機能の変化は 4群ともに同様であったことが示唆された． 
 
２．歩ビゲーター導入が健康関連 QOLに与える影響について 
 本研究では，12週間の介護予防教室に歩ビゲーターを導入し，歩行能力に関連する評価
指標を簡便に教室参加者へフィードバックすることが，教室参加者の積極的な運動参加を
促し，健康関連 QOL機能を維持・向上することに有用であったのかを，SF-36 v2の国民標
準値を用いて検討した． 
 その結果，身体機能，日常役割機能（身体），身体の痛み，社会生活機能，全体的健康感，
活力，日常役割機能（精神）については，全ての群において全ての期間中，全国標準値を
下回る低い値（50％以下）であった．これは，健康関連 QOL，特に身体機能，日常役割機
能（身体），身体の痛み，社会生活機能，全体的健康感，活力，日常役割機能（精神）につ
いて，低い，もしくは自信のない者が多いことが示唆される．また，運動教室前後を比較
しても変化が認められないことから，これらの健康関連 QOLは，12週間の運動教室への参
加によって影響されないことが示唆された． 
 一方，心の健康の項目では，定期使用群で開始時と比べ 12週間後で有意に増加しており，
定期的に歩ビゲーターを使用して歩行能力に関連した身体機能について教授されることに
よって，自分の身体能力に対する不安感などが解消された結果，心の健康（感）が改善し，
落ち着いて，楽しく，穏やかな気分で過ごせるようになったことが考えられ，これは自分
の身体能力に対する自信にも繋がるものと考えられた． 
 
【研究制限】 
 本研究では，RCT デザインにて研究を行った．そのため，各群の対象者特性に差を生じ
た．身長については，影響を受けると考えられる評価指標について，身長で補正した値を
用いたため，結果への影響は尐ないと考えられる．しかし，生活活動能力で認めた社会的
役割機能，および知的能動性の違いについては，尐なからず結果に影響を及ぼした可能性
が考えられた． 
 また，歩ビゲーターの介入により，運動機能および健康関連 QOLに各群間で大きな改善
効果が認められなかった要因として，対象者が介護予防教室に自主的に参加するほどの，
ある程度運動に対する動機付けがなされており，モチベーションの高い者であったことが
考えられる．今後は，運動へのモチベーションが低い虚弱高齢者に対して，その動機付け
としての歩ビゲーターの影響を検討する必要がある． 
 
【まとめ】 
本研究では，介護予防教室に参加した高齢者を対象に，歩ビゲーターの使用が，運動機
能および健康関連 QOLの維持・向上に与える影響について検討した．その結果，非使用群，
定期使用群，歩行速度教授群では 12 週間の介護予防教室への参加によって運動機能は維持
されており，全データ教授群では，開眼片脚立ち時間，歩行速度（通常・全力）に有意な
改善を認めた．また，健康関連 QOL は，非使用群，定期使用群，歩行速度教授群では，12
週間の介護予防教室への参加によって，全国標準値と比べ低い値ではあるももの維持され
ていた．定期使用群は，心の健康項目において有意な改善を示した．以上の結果から，介
護予防教室等の健康維持・増進を目的とした取り組みに対して，歩ビゲーターというディ
バイスによって，明確な目標設定や結果の提示を行うことが，積極的な運動参加を促し，
運動機能および健康関連 QOLの維持・向上に対して有効に作用する可能性が示唆された． 
